
 

（１）生活福祉資金を活用した自立を促進する。 

・低所得者世帯、障がい者世帯、高齢者世帯等に対して、資金の貸付と必要な相談支援を行います。 

・世帯の経済的自立、生活意欲の助長促進、在宅福祉・社会参加の促進を図ることを目的に、安定した生活を送れるよう支援します。 

・生活困窮者自立支援法に基づく各事業と連携し、効果的・効率的な支援を行い、生活困窮者の自立の促進を図ります。 

 

 ◆貸付対象者◆  ◎低所得者世帯…資金の貸付にあわせて必要な支援を受けることにより独立自活できると認められる世帯であっ

て、独立生活に必要な資金の融通を他から受けることが困難である世帯。 

   ◎障がい者世帯…身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者、その他現に障害者

総合支援法によるサービスを利用している等これと同等と認められる者。 

◎高齢者世帯…６５歳以上の高齢者の属する世帯。 

 

◆資金の種類◆  ・総合支援資金（生活支援費・住居入居費・一時生活再建費） 

         ・福祉資金（福祉費・緊急小口資金・教育支援費・就学支援費） 

         ・不動産担保型生活資金（不動産担保型生活資金・要保護世帯向け不動産担保型生活資金） 

 

 








